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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、メルトフローレート（ＭＦＲ）が、２５～１５０ｇ／
１０分であるオレフィン系樹脂を１００重量部未満配合してなる樹脂組成物であって、ポ
リ乳酸樹脂が分散相、前記オレフィン系樹脂が連続相となる相構造を有する樹脂組成物。
【請求項２】
前記オレフィン系樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）が、５０ｇ／１０分を越え１５０
ｇ／１０分以下である請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
温度１９０℃、剪断速度６０秒―１の条件で測定したポリ乳酸樹脂の溶融粘度と前記オレ
フィン系樹脂の溶融粘度の比が、１以上である請求項１または２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
前記オレフィン系樹脂が、未変性ポリオレフィン樹脂と、変性ポリオレフィン樹脂の併用
である請求項１～３のいずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項５】
変性ポリオレフィンが、不飽和カルボン酸、不飽和カルボン酸の誘導体およびカルボン酸
ビニルエステルから選ばれるいずれかで変性されたものである請求項４記載の樹脂組成物
。
【請求項６】
ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、未変性ポリオレフィン樹脂９９重量部以下、変性ポリ
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オレフィン樹脂５０重量部未満を配合してなる請求項４または５記載の樹脂組成物。
【請求項７】
前記オレフィン系樹脂が、ポリプロピレン樹脂を含むものである請求項１～６のいずれか
に記載の樹脂組成物。
【請求項８】
さらに充填剤を配合してなる請求項１～７のいずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項９】
さらにポリアルキレングリコール系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤およびグリ
セリン系可塑剤から選択される一種または二種以上の可塑剤を配合してなる請求項１～８
のいずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項１０】
さらにカルボキシル基反応性化合物を配合してなる請求項１～９のいずれかに記載の樹脂
組成物。
【請求項１１】
請求項１～１０のいずれかに記載の樹脂組成物からなる成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリ乳酸樹脂およびポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂を配合してなり、成形
性、耐久性および耐薬品性に優れた樹脂組成物およびそれからなる成形品に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　ポリ乳酸樹脂は、とうもろこしなどのバイオマスを原料として、微生物を利用した発酵
法により、モノマーである乳酸を安価に製造できるようになり、また、融点もおよそ１７
０℃と高く、溶融成形可能であるため、石油などの化石原料から製造される樹脂を代替で
きるバイオポリマーとして期待されている。
【０００３】
　しかしながら、ポリ乳酸樹脂は、結晶化速度が遅いため、結晶化させて成形品として用
いるには限界があった。例えば、ポリ乳酸樹脂を射出成形する場合には、長い成形サイク
ル時間や成形後の熱処理を必要とするだけでなく、成形時や熱処理時の変形が大きいなど
成形性や耐熱性に関して実用上の大きな問題があった。
【０００４】
　一方、複数の樹脂を配合する技術は、ポリマーアロイ技術として広く知られており、個
々のポリマーの欠点を改良する目的で広く利用されている。例えば、特許文献１～３にお
いては、ポリ乳酸樹脂にオレフィン系樹脂を配合する方法が検討されている。しかし、環
境に優しいバイオポリマーをできる限り多く使用することが強く望まれている中で、これ
らの方法を用いて、例えば、耐加水分解性を向上させるためには、オレフィン系樹脂をポ
リ乳酸樹脂よりも多く用いる必要があり、また、ポリ乳酸樹脂を多く使用した場合には耐
加水分解性改良効果はほとんど期待できなかった。
【特許文献１】特開平５－１７９１１０号公報（第５，６頁）
【特許文献２】特開平９－３１６３１０号公報（第３，４頁）
【特許文献３】特開平１０－２５１４９８号公報（第３，４頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、ポリ乳酸樹脂およびポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂を配合してなり、成形
性、耐久性および耐薬品性に優れ、好ましい態様においては、靭性および耐熱性に優れた
樹脂組成物およびそれからなる成形品を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本発明者らは上記課題を解決すべく検討した結果、ポリ乳酸樹脂とポリ乳酸樹脂以外の
熱可塑性樹脂を特定の条件において配合することで、得られる樹脂組成物およびそれから
なる成形品の相構造を制御することができるようになり、その結果として、上記課題が解
決されることを見出し、本発明に到達した。
【０００７】
　すなわち本発明は、
（１）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、メルトフローレート（ＭＦＲ）が、２５～１５
０ｇ／１０分であるオレフィン系樹脂を１００重量部未満配合してなる樹脂組成物であっ
て、ポリ乳酸樹脂が分散相、前記オレフィン系樹脂が連続相となる相構造を有する樹脂組
成物、
（２）前記オレフィン系樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）が、５０ｇ／１０分を越え
１５０ｇ／１０分以下である（１）に記載の樹脂組成物、
（３）温度１９０℃、剪断速度６０秒―１の条件で測定したポリ乳酸樹脂の溶融粘度と前
記オレフィン系樹脂の溶融粘度の比が、１以上である（１）または（２）に記載の樹脂組
成物、
（４）前記オレフィン系樹脂が、未変性ポリオレフィン樹脂と、変性ポリオレフィン樹脂
の併用である請求項（１）～（３）のいずれかに記載の樹脂組成物、
（５）変性ポリオレフィンが、不飽和カルボン酸、不飽和カルボン酸の誘導体およびカル
ボン酸ビニルエステルから選ばれるいずれかで変性されたものである（４）記載の樹脂組
成物、
（６）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、未変性ポリオレフィン樹脂９９重量部以下、変
性ポリオレフィン樹脂５０重量部未満を配合してなる（４）または（５）記載の樹脂組成
物、
（７）前記オレフィン系樹脂が、ポリプロピレン樹脂を含むものである（１）～（６）の
いずれかに記載の樹脂組成物、
（８）さらに充填剤を配合してなる（１）～（７）のいずれかに記載の樹脂組成物、
（９）さらにポリアルキレングリコール系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤およ
びグリセリン系可塑剤から選択される一種または二種以上の可塑剤を配合してなる（１）
～（８）のいずれかに記載の樹脂組成物、
（１０）さらにカルボキシル基反応性化合物を配合してなる（１）～（９）のいずれかに
記載の樹脂組成物、
（１１）（１）～（１０）のいずれかに記載の樹脂組成物からなる成形品、
である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の樹脂組成物は、成形性、耐久性および耐薬品性に優れており、好ましい態様に
おいては、靭性や耐熱性に優れている。この樹脂組成物からなる成形品は、上記特性を活
かして、自動車部品、電気・電子部品、各種日用品など各種用途に利用することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明で用いるポリ乳酸樹脂とは、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳酸を主たる構成成分
とするポリマーであるが、乳酸以外の他の共重合成分を含んでいてもよい。かかる他の共
重合成分単位としては、例えば、多価カルボン酸、多価アルコール、ヒドロキシカルボン
酸、ラクトンなどが挙げられ、具体的には、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸
、アジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸、フマル酸、シクロヘキサ
ンジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、アントラセンジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、５－テトラブチ
ルホスホニウムスルホイソフタル酸などの多価カルボン酸類、エチレングリコール、プロ
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ピレングリコール、ブタンジオール、ヘプタンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジ
オール、ノナンジオール、デカンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオ
ペンチルグリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、ビスフェノールＡ、ビスフェ
ノールにエチレンオキシドを付加反応させた芳香族多価アルコール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポ
リテトラメチレングリコールなどの多価アルコール類、グリコール酸、３－ヒドロキシ酪
酸、４－ヒドロキシ酪酸、４－ヒドロキシ吉草酸、６－ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキ
シ安息香酸などのヒドロキシカルボン酸類、およびグリコリド、ε－カプロラクトングリ
コリド、ε－カプロラクトン、β－プロピオラクトン、δ－ブチロラクトン、β－または
γ－ブチロラクトン、ピバロラクトン、δ－バレロラクトンなどのラクトン類などから生
成する単位が挙げられる。このような共重合単位は、全単量体単位を１００モル％とした
ときに、通常０～３０モル％の含有量とするのが好ましく、０～１０モル％であることが
好ましい。
【００１０】
　本発明においては、耐熱性の点から、乳酸成分の光学純度が高いポリ乳酸樹脂を用いる
ことが好ましい。すなわち、ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分の内、Ｌ体が８０％以上含まれる
かまたはＤ体が８０％以上含まれることが好ましく、Ｌ体が９０％以上含まれるかまたは
Ｄ体が９０％以上含まれることがさらに好ましく、Ｌ体が９５％以上含まれるかまたはＤ
体が９５％以上含まれることが特に好ましく、Ｌ体が９８％以上含まれるかまたはＤ体が
９８％以上含まれることが最も好ましい。また、Ｌ体またはＤ体の含有量の上限は通常１
００％以下である。
【００１１】
　ポリ乳酸樹脂の製造方法としては、公知の重合方法を用いることができ、乳酸からの直
接重合法およびラクチドを介する開環重合法などを用いることができる。
【００１２】
　ポリ乳酸樹脂の分子量や分子量分布は、実質的に成形加工が可能であれば、特に限定さ
れるものではないが、相構造の制御性の観点から、重量平均分子量としては、好ましくは
１万以上、より好ましくは５万以上、さらに好ましくは１０万以上、特に好ましくは２０
万以上であるのがよい。上限は特に制限されないが、好ましくは８０万以下、さらに好ま
しくは６０万以下、より好ましくは４０万以下であることが望ましい。ここでいう重量平
均分子量とは、溶媒としてヘキサフルオロイソプロパノールを用いたゲルパーミエーショ
ンクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定したポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）換算の
重量平均分子量である。
【００１３】
　本発明において、ポリ乳酸樹脂の融点については、特に限定されるものではないが、１
２０℃以上であることが好ましく、１５０℃以上であることがさらに好ましい。
【００１４】
　本発明において、ポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂として、加熱すると流動性を示し、
これを利用して成形加工できるオレフィン系樹脂を用いる。
【００１５】
　この具体例としては、例えば、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂、エチレン／α
－オレフィン共重合体（“／”は共重合を示す。）等のオレフィン系樹脂が挙げられ、耐
久性の観点から、オレフィン系樹脂がより好ましく、後述する未変性ポリオレフィン樹脂
であることがさらに好ましい。なお、オレフィン系樹脂は、一種のみでもよく、二種以上
を併用して用いることもできる。
【００１６】
　二種以上併用する場合には、相構造の制御性の観点から、オレフィン系樹脂とスチレン
系樹脂を併用することが得られる樹脂組成物の耐久性、靭性をよりいっそう改良し得る点
で好ましく、スチレン系樹脂としては、スチレンと共重合可能なカルボニル基含有単量体
を共重合した樹脂であることが好ましい。なかでもスチレン／（メタ）アクリル酸エステ
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ル系共重合体が好ましく、そのような製品としては、東亞合成製“ＡＲＵＦＯＮ”および
日本油脂製“マープルーフ”などを挙げることができる。オレフィン系樹脂とスチレン系
樹脂を併用する場合の配合比は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、オレフィン系樹脂
９９重量部未満であり、スチレン系樹脂１０重量部未満であることが好ましい。なお、ポ
リ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂の合計として、１００重量部未満は越えないものとする。
【００１７】
　本発明において、オレフィン系樹脂とは、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペ
ンテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－
デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセンなどの
オレフィン、ビニルアルコールまたはその誘導体等のオレフィンアルコール等のオレフィ
ン類を重合または共重合して得られる熱可塑性樹脂である。
【００１８】
　具体例としては、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリ１－ブテン樹脂、ポリ
１－ペンテン樹脂、ポリ４－メチル－１－ペンテン樹脂などの単独重合体、エチレン／α
－オレフィン共重合体、［（エチレンおよび／又はプロピレン）と（不飽和カルボン酸お
よび／又は不飽和カルボン酸エステル）との共重合体］、［（エチレンおよび／又はプロ
ピレン）と（不飽和カルボン酸および／又は不飽和カルボン酸エステル）との共重合体の
カルボキシル基の少なくとも一部を金属塩化した共重合体］、［（エチレンおよび／又は
プロピレン）とカルボン酸ビニルエステルとの共重合体］、［（エチレンおよび／又はプ
ロピレン）とビニルアルコールとの共重合体］、または、これらに１，４－ヘキサジエン
、ジシクロペンタジエン、２，５－ノルボルナジエン、５－エチリデンノルボルネン、５
－エチル－２，５－ノルボルナジエン、５－（１′－プロペニル）－２－ノルボルネンな
どの非共役ジエン、ビニルメチルエーテルなどのビニルエーテルやこれらのビニル系化合
物の誘導体、アクリロニトリル、ビニルアルコールなどのモノマーを一種以上共重合させ
た共重合体などが挙げられ、この中で、未変性ポリオレフィン樹脂としては、ポリエチレ
ン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリ１－ブテン樹脂、ポリ１－ペンテン樹脂、ポリ４－メ
チル－１－ペンテン樹脂などの単独重合体、エチレン／α－オレフィン共重合体を挙げる
ことができる。
【００１９】
　本発明におけるエチレン／α－オレフィン共重合体は、エチレンと炭素原子数３以上、
好ましくは炭素数３～２０のα－オレフィンの少なくとも一種以上との共重合体であり、
上記の炭素数３～２０のα－オレフィンとしては、具体的にはプロピレン、１－ブテン、
１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、
１－ウンデセン、１－ドデセン、１－トリデセン、１－テトラデセン、１－ペンタデセン
、１－ヘキサデセン、１－ヘプタデセン、１－オクタデセン、１－ノナデセン、１－エイ
コセン、３－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペンテン、３－エチル－１－ペンテ
ン、４－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ヘ
キセン、４，４－ジメチル－１－ペンテン、４－エチル－１－ヘキセン、３－エチル－１
－ヘキセン、９－メチル－１－デセン、１１－メチル－１－ドデセン、１２－エチル－１
－テトラデセンおよびこれらの組み合わせが挙げられる。これらα－オレフィンの中でも
、炭素数３～１２のα－オレフィンを用いた共重合体が機械強度の向上の点から好ましい
。このエチレン／α－オレフィン共重合体は、α－オレフィン含量が好ましくは１～３０
モル％、より好ましくは２～２５モル％、さらに好ましくは３～２０モル％である。
【００２０】
　本発明においては、相構造の制御性の観点から、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹
脂、ポリ４－メチル－１－ペンテン樹脂が好ましく、耐熱性の観点から、ポリプロピレン
樹脂がより好ましく、靭性の点から、ポリエチレン樹脂がより好ましい。
【００２１】
　さらに、本発明において、オレフィン系樹脂が、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹
脂、ポリ１－ブテン樹脂、ポリ１－ペンテン樹脂、ポリ４－メチル－１－ペンテン樹脂な



(6) JP 4983079 B2 2012.7.25

10

20

30

40

50

どの単独重合体もしくはエチレン／α－オレフィン共重合体のいずれかである未変性ポリ
オレフィン樹脂である場合には、不飽和カルボン酸またはその誘導体およびカルボン酸ビ
ニルエステルなどの化合物で変性した変性ポリオレフィン樹脂を併用して配合することが
得られる樹脂組成物の耐久性、靭性をよりいっそう改良し得る点で好ましい。この変性ポ
リオレフィン樹脂を用いると、ポリ乳酸樹脂と未変性ポリオレフィン樹脂の親和性を向上
させる相溶化剤として働き、得られる樹脂組成物の相構造の制御性が向上するため好まし
い。
【００２２】
　さらに、本発明において、オレフィン系樹脂が、ポリプロピレン樹脂である場合には、
立体規則性の高いポリプロピレン樹脂を用いることが好ましく、高アイソタクチシチーの
ポリプロピレン樹脂を用いると、成形性、耐熱性に優れる樹脂組成物を得ることができ、
高シンジオタクシチシーのポリプロピレン樹脂を用いると、耐衝撃性、透明性に優れる樹
脂組成物を得ることができる。立体規則性としては、アイソタクチシチーもしくはシンジ
オタクチシチーが、８０％以上が好ましく、９０％以上がより好ましく、９５％以上がさ
らに好ましい。ここでいうシンジオタクチシチーとは、溶媒として、重水素化ｏ－ジクロ
ロベンゼンを用い、１１０℃での１３Ｃ－ＮＭＲ測定において、シンジオタクチシチー、
ヘテロタクチシチー、アイソタクチシチーとしてそれぞれ観察される２０．２ｐｐｍ、２
０．８ｐｐｍ、２１．５ｐｐｍの直鎖分岐のメチル基のピークの積分強度の合計を１００
％として、それぞれのピークの積分強度の割合を百分率で表すことにより算出できる値で
ある。
【００２３】
　また、本発明において、立体規則性の異なるポリプロピレン樹脂を併用してもよい。例
えば、アイソタクシチシーを主構造とする二種以上のポリプロピレン樹脂を用いることに
より、流動性、成形性、耐熱性に優れる樹脂組成物を得られやすくなるため好ましく、高
アイソタクチシチーのポリプロピレン樹脂と高シンジオタクシチシーのポリプロピレン樹
脂をそれぞれ一種以上用いることにより、成形性、耐熱性、耐衝撃性に優れる樹脂組成物
を得られやすくなるため好ましい。
【００２４】
　本発明において、高アイソタクチシチーのポリプロピレン樹脂は、触媒としてチーグラ
ー・ナッタ触媒を用いた配位重合により得られやすく、高シンジオタクシチシーのポリプ
ロピレン樹脂は、触媒としてメタロセン触媒を用いた配位重合により得られやすい。
【００２５】
　本発明において、変性ポリオレフィン樹脂とは、変性剤として不飽和カルボン酸または
その誘導体およびカルボン酸ビニルエステルなどのカルボニル基含有単量体を、グラフト
共重合、ブロック共重合、ランダム共重合もしくは末端処理などにより、ポリオレフィン
樹脂の主鎖もしくは側鎖に導入した樹脂のことを言う。
【００２６】
　変性ポリオレフィン樹脂において、変性剤として使用されるカルボニル基含有単量体の
例を挙げると、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、クロト
ン酸、メチルマレイン酸、メチルフマル酸、メサコン酸、シトラコン酸、グルタコン酸お
よびこれらカルボン酸の金属塩、マレイン酸水素メチル、イタコン酸水素メチル、アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、ア
クリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メ
タクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸アミノエチル、マレイン酸ジメチル、イタコ
ン酸ジメチル、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水シトラコン酸、エンドビシクロ－
（２，２，１）－５－ヘプテン－２，３－ジカルボン酸、エンドビシクロ－（２，２，１
）－５－ヘプテン－２，３－ジカルボン酸無水物、マレイミド、Ｎ－エチルマレイミド、
Ｎ－ブチルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸
グリシジル、メタクリル酸グリシジル、イタコン酸グリシジル、シトラコン酸グリシジル
、５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸、ギ酸ビニル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビ
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ニル、酪酸ビニル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニル、カプリン酸ビニル、ラウリン
酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、ステアリン酸ビニル、酢酸イソプ
ロペニル、酢酸１－ブテニル、ピバル酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル、シクロヘ
キサンカルボン酸ビニル、安息香酸ビニル、桂皮酸ビニル、モノクロル酢酸ビニル、アジ
ピン酸ジビニル、メタクリル酸ビニル、クロトン酸ビニルおよびソルビン酸ビニルなどで
ある。これらの中で、耐久性、耐薬品性に優れるという点で、アクリル酸、アクリル酸メ
チル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチル、無水マレイン酸、メタクリル酸グリシジ
ル、酢酸ビニルが好ましく、靭性に優れるという点で、アクリル酸メチル、酢酸ビニルが
好ましい。変性剤として使用されるカルボニル基含有単量体は、一種でもよく、二種以上
を併用して用いてもよい。変性剤を用いない場合には、ポリ乳酸樹脂が粗大分散しやすく
なり、ポリ乳酸樹脂の平均分散粒子径が５μｍ以上となるのに対し、好ましい変性剤を用
いることにより、ポリ乳酸樹脂が微分散化しやくなり、ポリ乳酸樹脂の平均分散粒子径が
１μｍ以下となるため、予想し得ない優れる効果を発現させることが可能となる。なお、
ここでいうポリ乳酸樹脂の平均分散粒子径は、後述する相構造を観察する電子顕微鏡を用
いた手法により、求めることができる。
【００２７】
　これらの変性剤をポリオレフィン樹脂に導入する方法は特に制限なく、予め主成分であ
るオレフィン化合物と変性剤を共重合せしめたり、未変性ポリオレフィン樹脂にラジカル
開始剤を用いてグラフト化処理を行い変性剤を導入するなどの方法を用いることができる
。変性剤の導入量は、相構造の制御性の観点から、変性ポリオレフィン樹脂中のオレフィ
ンモノマー単位全体に対して、０．００１～８０重量％が好ましく、１～７０重量％がよ
り好ましく、１０～６０重量％がさらに好ましく、１５～５５重量％が特に好ましく、２
０～５０重量％が最も好ましい。好ましい変性剤の導入量を適用することにより、ポリ乳
酸樹脂が微分散化しやすくなるため、予想し得ない優れる効果を発現させることが可能と
なる。
【００２８】
　本発明で用いることができる変性ポリオレフィン樹脂製品としては、住友化学工業製“
ボンドファースト”、日本ポリエチレン製“レクスパール”、三井化学製“タフマー”、
日本油脂製“モディパー”、三洋化成工業製“ユーメックス”、アトフィナ製“オレヴァ
ック”、アトフィナ製“ロタダー”、アトフィナ製“ボンダイン”、住友化学工業製“エ
バテート”、東ソー“ウルトラセン”、バイエル製“レバプレン”、三井・デュポン・ポ
リケミカル製“エバフレックス”、アトフィナ製“エヴァダイン”、アトフィナ製“ロト
リル”、三井・デュポン・ポリケミカル製“エバフレックスＥＥＡ”、住友化学工業製“
アクリフト”、三井・デュポン・ポリケミカル製“ニュクレル”、ダウケミカル製“プリ
マコール”などを挙げることができる。
【００２９】
　本発明において、オレフィン系樹脂が、未変性ポリオレフィン樹脂である場合の配合比
は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、未変性ポリオレフィン樹脂９９重量部未満であり
、さらに変性ポリオレフィン樹脂を５０重量部未満、好ましくは４０重量部未満、より好
ましくは３０重量部未満配合することができる。なお、使用するオレフィン系樹脂の合計
として１００重量部未満は越えないものとする。
【００３０】
　また、本発明のオレフィン系樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）は、２５～１５０ｇ
／１０分であり、２５～８０ｇ／１０分がより好ましい。ＭＦＲが２５ｇ／１０分未満の
場合は流動性が悪くなる傾向にあり、１５０ｇ／１０分を超える場合は成形品の形状によ
っては衝撃強度が低くなることもあるため好ましくない。なお、本発明でのＭＦＲは、Ｊ
ＩＳＫ７２１０に準じて、測定した値である。
【００３１】
　本発明におけるポリ乳酸樹脂およびオレフィン系樹脂の配合比は、ポリ乳酸樹脂１００
重量部に対し、オレフィン系樹脂を１００重量部未満配合することを特徴とする。さらに
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、相構造の制御性の観点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、オレフィン系樹脂９０
重量部未満であることが好ましく、８５重量部未満であることがより好ましい。オレフィ
ン系樹脂が１００重量部以上であると、燃焼熱量が増加し、焼却廃棄時に焼却炉を損傷さ
せやすくなるため、好ましくない。オレフィン系樹脂の配合量の下限は、特に限定されな
いが、相構造の制御性の観点から、１重量部以上が好ましく、３０重量部以上がより好ま
しく、６０重量部以上であることがさらに好ましい。
【００３２】
　本発明において、オレフィン系樹脂の製造方法は、特に限定されものではなく、公知の
方法を用いることができ、例えば、ラジカル重合、チーグラー・ナッタ触媒を用いた配位
重合、アニオン重合、メタロセン触媒を用いた配位重合などいずれの方法でも用いること
ができる。
【００３３】
　本発明においては、ポリ乳酸樹脂がオレフィン系樹脂より多量に配合するにもかかわら
ず、ポリ乳酸樹脂が分散相、オレフィン系樹脂が連続相（マトリックス相）となる相構造
を有することを特徴とする。この相構造は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）もしくは透過型
電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて観察することで、確認できるものであり、本発明において
は、ＴＥＭを用いて、倍率１万倍で確認したものである。なお、電子顕微鏡で相構造を観
察する方法としては、相構造を明瞭に観察するために、超薄切片法、イオンエッチング法
、電子染色法など各種公知の方法を用いて、前処理してもよい。
【００３４】
　このような相構造は、用いるポリ乳酸樹脂とオレフィン系樹脂の粘度の関係を適切な範
囲とすることにより、制御することができる。すなわち、ポリ乳酸樹脂およびオレフィン
系樹脂のそれぞれの融点のうち、いずれか高い融点（Ｔｐ）に対して、（Ｔｐ＋１０）℃
～（Ｔｐ＋１００）℃の任意の温度で、剪断速度１～５００秒―１の任意の剪断速度で測
定したポリ乳酸樹脂の溶融粘度とオレフィン系樹脂の溶融粘度の比が、１以上であるもの
を選択し、そのような関係を有する条件で溶融混練することが好ましい。溶融混練条件や
成形条件に多少の変動があっても安定して相構造を制御できるという観点から、３以上で
あることが好ましく、６以上であることがより好ましい。上限は特に限定されないが、加
工性の観点から、１０００以下であることが好ましい。さらに、本発明において、相構造
の制御性の観点から、ポリ乳酸樹脂の溶融粘度とオレフィン系樹脂の溶融粘度の比は、温
度１５０～３００℃、好ましくは１６０～２２０℃、より好ましくは１９０℃の温度条件
で、剪断速度１０～３００秒―１、好ましくは２０～１００秒―１、より好ましくは６０
秒―１の剪断下で測定される場合に上記範囲を有するポリ乳酸樹脂、オレフィン系樹脂を
選択することが、溶融混練条件や成形条件に変動があっても安定して相構造を制御できる
という観点から好ましい。
【００３５】
　上記溶融粘度比はプランジャー式キャピラリーレオメーターを用いて測定したそれぞれ
の溶融粘度を用いて、［ポリ乳酸樹脂の溶融粘度／オレフィン系樹脂の溶融粘度］から求
めることができる。なお、本発明において、オレフィン系樹脂を二種以上併用する場合に
は、オレフィン系樹脂の中で主成分となる熱可塑性樹脂の溶融粘度を用いて、ポリ乳酸樹
脂とオレフィン系樹脂の溶融粘度比を求めるものとする。また、オレフィン系樹脂が二種
以上、かつ、同量である場合には、それぞれのオレフィン系樹脂の溶融粘度のうち、最も
低い値を用いて求めるものとする。なお、本発明において、融点は、示差走査型熱量計（
ＤＳＣ）にて昇温速度２０℃／分で測定した値である。
【００３６】
　本発明においては、本発明の目的を損なわない範囲で、充填剤、可塑剤、カルボキシル
基反応性化合物、安定剤（酸化防止剤、紫外線吸収剤等）、滑剤、離形剤、難燃剤、染料
および顔料を含む着色剤、結晶核剤、帯電防止剤などを添加することができる。
【００３７】
　本発明において、機械特性、成形性、耐熱性などに優れた樹脂組成物が得られるという
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観点から、充填剤を配合することが好ましい。充填剤としては、通常、熱可塑性樹脂の充
填剤として用いられる繊維状、板状、粒状、粉末状のものを用いることができる。具体的
には、ガラス繊維、炭素繊維、グラファイト繊維、金属繊維、チタン酸カリウムウイスカ
ー、ホウ酸アルミニウムウイスカー、マグネシウム系ウイスカー、珪素系ウイスカー、ウ
ォラストナイト、セピオライト、アスベスト、スラグ繊維、ゾノライト、エレスタダイト
、石膏繊維、シリカ繊維、アルミナ繊維、ジルコニア繊維、窒化硼素繊維、窒化硅素繊維
および硼素繊維などの繊維状無機充填剤、ガラスフレーク、非膨潤性雲母、グラファイト
、金属箔、セラミックビーズ、タルク、クレイ、マイカ、セリサイト、ゼオライト、ベン
トナイト、ドロマイト、カオリン、微粉ケイ酸、長石粉、チタン酸カリウム、シラスバル
ーン、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸バリウム、酸化カルシウム、酸化アルミ
ニウム、酸化チタン、ケイ酸アルミニウム、酸化ケイ素、石膏、ノバキュライト、ドーソ
ナイトおよび白土などの板状や粒状の無機充填剤、ポリエステル繊維、ナイロン繊維、ア
クリル繊維、綿繊維、麻繊維、竹繊維、木材繊維、ケナフ繊維、ジュート繊維、バナナ繊
維、ココナッツ繊維、絹、羊毛、アンゴラ、カシミヤもしくはラクダなどの動物繊維、紙
粉、木粉、竹粉、セルロース粉末、籾殻粉末、果実殻粉末、キチン粉末、キトサン粉末、
タンパク質、澱粉、籾殻、木材チップ、おから、古紙粉砕材、衣料粉砕材などの、繊維状
、粉末状もしくはチップ状の有機充填剤が挙げられる。これらの充填剤の中では、繊維状
無機充填剤、板状無機充填剤、有機充填剤が好ましく、特に、ガラス繊維、ウォラストナ
イト、ホウ酸アルミニウムウイスカー、チタン酸カリウムウイスカー、タルク、マイカ、
カオリン、麻繊維、竹繊維、ケナフ繊維、ジュート繊維、紙粉、木粉が好ましい。繊維状
充填剤のアスペクト比は５以上であることが好ましく、１０以上であることがさらに好ま
しく、２０以上であることがさらに好ましい。これらの充填剤は一種または二種以上で用
いることができる。また、充填剤は、エチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂
や、エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂で被覆または集束処理されていてもよく、アミノシ
ランやエポキシシランなどのカップリング剤などで処理されていても良い。
【００３８】
　本発明において、充填剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、１～３００
重量部が好ましく、５～１５０重量部がより好ましい。
【００３９】
　本発明において、機械特性、成形性、耐熱性などに優れた樹脂組成物が得られるという
観点から、可塑剤を配合することが好ましい。可塑剤としては、一般によく知られている
ものを使用することができ、例えば、ポリアルキレングリコール系可塑剤、ポリエステル
系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤、リン酸エステル系可
塑剤、エポキシ系可塑剤、ステアリン酸アミド、エチレンビスステアリン酸アミドなどの
脂肪酸アミド、ペンタエリスリトール、各種ソルビトール、ポリアクリル酸エステル、シ
リコーンオイルおよびパラフィン類などを挙げることができ、耐ブリードアウト性の観点
から、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリ（エチレンオキサイド
・プロピレンオキサイド）ブロックおよび／またはランダム共重合体、ポリテトラメチレ
ングリコール、ビスフェノール類のエチレンオキシド付加重合体、ビスフェノール類のプ
ロピレンオキシド付加重合体、ビスフェノール類のテトラヒドロフラン付加重合体などの
ポリアルキレングリコールあるいはその末端エポキシ変性化合物、末端エステル変性化合
物、および末端エーテル変性化合物などの末端封鎖化合物などのポリアルキレングリコー
ル系可塑剤、ビス（ブチルジグリコール）アジペート、メチルジグリコールブチルジグリ
コールアジペート、ベンジルメチルジグリコールアジペート、アセチルトリブチルサイト
レート、メトキシカルボニルメチルジブチルサイトレート、エトキシカルボニルメチルジ
ブチルサイトレートなどの多価カルボン酸エステル系可塑剤、グリセリンモノアセトモノ
ラウレート、グリセリンジアセトモノラウレート、グリセリンモノアセトモノステアレー
ト、グリセリンジアセトモノオレートおよびグリセリンモノアセトモノモンタネートなど
のグリセリン系可塑剤が好ましい。これらの可塑剤は一種または二種以上で用いることが
できる。
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【００４０】
　本発明において、可塑剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、０．０１～５
０重量部の範囲が好ましく、０．５～２０重量部の範囲がより好ましい。
【００４１】
　本発明において、カルボキシル基反応性化合物を配合することが得られる樹脂組成物の
耐久性、靭性をよりいっそう改良し得る点で好ましい。カルボキシル基反応性化合物とし
ては、ポリ乳酸樹脂のカルボキシル末端基と反応性のある化合物であれば特に限定される
ものではないが、ポリ乳酸樹脂の熱分解や加水分解などで生成する乳酸やギ酸などの酸性
低分子化合物のカルボキシル基とも反応性を有するものであればより好ましく、熱分解に
より生成する酸性低分子化合物のヒドロキシル基末端基とも反応性を有する化合物である
ことがさらに好ましい。
【００４２】
　このようなカルボキシル基反応性化合物としては、グリシジルエーテル化合物、グリシ
ジルエステル化合物、グリシジルアミン化合物、グリシジルイミド化合物、脂環式エポキ
シ化合物、エポキシ基含有化合物、２，２′－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）
、２，２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）などのオキサゾリン化合物、オキ
サジン化合物、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド、２，６
，２′，６′－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミド、ポリカルボジイミドなど
のカルボジイミド化合物から選ばれる少なくとも一種の化合物を使用することが好ましく
、なかでもエポキシ基含有化合物および／またはカルボジイミド化合物が好ましい。上記
カルボキシル基反応性化合物は、一種または二種以上の化合物を任意に選択して使用する
ことができる。
【００４３】
　本発明において、カルボキシル基反応性化合物の量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対
し、０．０１～１０重量部が好ましく、０．０５～５重量部がより好ましい。
【００４４】
　本発明においては、さらにカルボキシル基反応性化合物の反応触媒を添加することが好
ましい。ここで言う反応触媒とは、カルボキシル基反応性化合物と、ポリ乳酸樹脂の末端
や酸性低分子化合物のカルボキシル基との反応を促進する効果のある化合物であり、少量
の添加で反応を促進する効果のある化合物が好ましく、さらに、カルボキシル基反応性化
合物の反応触媒は、熱分解により生成する酸性低分子化合物のヒドロキシル基との反応を
促進する効果も有することが好ましい。このような反応触媒としては、例えば、アルカリ
金属化合物、アルカリ土類金属化合物、リン酸エステルが好ましい。反応触媒の添加量は
、特に限定されるものではないが、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、０．００１～１重
量部が好ましく、０．０１～０．２重量部がより好ましく、０．０２～０．１重量部が最
も好ましい。
【００４５】
　本発明においては、使用する用途に応じて適度にカルボキシル末端基や酸性低分子化合
物と反応を行えばよいが、具体的なポリ乳酸樹脂の末端や酸性低分子化合物のカルボキシ
ル基もしくはヒドロキシル基との反応性の程度としては、耐加水分解性の観点から、樹脂
組成物中の酸濃度が１０当量／１０６ｇ以下となるように反応させることが好ましく、５
当量／１０６ｇ以下となるように反応させることがより好ましく、１当量／１０６ｇ以下
となるように反応させることがさらに好ましい。樹脂組成物中の酸濃度は、樹脂組成物を
適当な溶媒に溶解させた後、濃度既知の水酸化ナトリウムなどによるアルカリ化合物溶液
での滴定や、核磁気共鳴法（ＮＭＲ）により測定することができる。
【００４６】
　本発明の樹脂組成物の製造方法は、本発明で規定する要件を満たす限り、特に限定され
るものではないが、例えば、ポリ乳酸樹脂、オレフィン系樹脂および必要に応じてその他
の添加剤を予めブレンドした後、融点以上において、単軸または二軸押出機などを用いて
、均一に溶融混練する方法や、溶液中で混合した後に溶媒を揮発させ除去する方法などが
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好ましく用いられる。
【００４７】
　本発明において、単軸または二軸押出機などを用いて溶融混練する方法としては、好ま
しい相構造を有する樹脂組成物を得るために、例えば、ポリ乳酸樹脂とオレフィン系樹脂
を事前に溶融混練して樹脂組成物を得た後、必要に応じてその他の添加剤と溶融混練する
方法、メインフィーダーからポリ乳酸樹脂とオレフィン系樹脂を供給し、必要に応じてそ
の他の添加剤を押出機の先端部分のサイドフィーダーから供給する方法などが挙げられる
。
【００４８】
　本発明において、樹脂組成物を製造する際の、溶融混練温度は、１７０～２５０℃が好
ましく、１７５℃～２３０℃がさらに好ましく、１８０～２２０℃が特に好ましい。
【００４９】
　本発明の樹脂組成物は、公知の各種成形法により、成形品とすることができる。成形法
としては、射出成形、押出成形、プレス成形、ブロー成形などが好ましく、射出成形品、
押出成形品、プレス成形品およびブロー成形品など各種成形品に加工することにより特に
有用に利用することができ、また、シート、フィルム、繊維などとして利用することがで
きる。
【００５０】
　本発明において、成形法として、射出成形を選択する場合は、金型温度としては、結晶
化の観点から、３０℃以上が好ましく、７０℃以上がより好ましく、試験片の変形の観点
から、１２０℃以下が好ましく、９９℃以下がより好ましく、８０℃以下がさらに好まし
い。
【００５１】
　本発明の樹脂組成物からなる成形品は、自動車部品（内装・外装部品など）、電気・電
子部品（各種ハウジング、歯車、ギアなど）、建築部材、土木部材、農業資材、および日
用品など各種用途に利用することができる。
【００５２】
　具体的には、エアフローメーター、エアポンプ、サーモスタットハウジング、エンジン
マウント、イグニッションホビン、イグニッションケース、クラッチボビン、センサーハ
ウジング、アイドルスピードコントロールバルブ、バキュームスイッチングバルブ、ＥＣ
Ｕハウジング、バキュームポンプケース、インヒビタースイッチ、回転センサー、加速度
センサー、ディストリビューターキャップ、コイルベース、ＡＢＳ用アクチュエーターケ
ース、ラジエータタンクのトップ及びボトム、クーリングファン、ファンシュラウド、エ
ンジンカバー、シリンダーヘッドカバー、オイルキャップ、オイルパン、オイルフィルタ
ー、フューエルキャップ、フューエルストレーナー、ディストリビューターキャップ、ベ
ーパーキャニスターハウジング、エアクリーナーハウジング、タイミングベルトカバー、
ブレーキブースター部品、各種ケース、各種チューブ、各種タンク、各種ホース、各種ク
リップ、各種バルブ、各種パイプなどの自動車用アンダーフード部品、トルクコントロー
ルレバー、安全ベルト部品、レジスターブレード、ウオッシャーレバー、ウインドレギュ
レーターハンドル、ウインドレギュレーターハンドルのノブ、パッシングライトレバー、
サンバイザーブラケット、各種モーターハウジング、スペアタイヤカバー、ドアトリムな
どの自動車用内装部品、ルーフレール、フェンダー、ガーニッシュ、バンパー、ドアミラ
ーステー、スポイラー、フードルーバー、ホイールカバー、ホイールキャップ、グリルエ
プロンカバーフレーム、ランプリフレクター、ランプベゼル、ドアハンドルなどの自動車
用外装部品、ワイヤーハーネスコネクター、ＳＭＪコネクター、ＰＣＢコネクター、ドア
グロメットコネクターなど各種自動車用コネクターなどに代表される自動車部品を挙げる
ことができる。また、ノートパソコンハウジングおよび内部部品、ＣＲＴディスプレーハ
ウジングおよび内部部品、プリンターハウジングおよび内部部品、携帯電話、モバイルパ
ソコン、ハンドヘルド型モバイルなどの携帯端末ハウジングおよび内部部品、記録媒体（
ＣＤ、ＤＶＤ、ＰＤ、ＦＤＤなど）ドライブのハウジングおよび内部部品、コピー機のハ
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ウジングおよび内部部品、ファクシミリのハウジングおよび内部部品、パラボラアンテナ
などに代表される電気・電子部品を挙げることができる。さらに、ＶＴＲ部品、テレビ部
品、アイロン、ヘアードライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、ビデオカメ
ラ、オーディオ・レーザーディスク（登録商標）・コンパクトディスクなどの音声機器部
品、照明部品、冷蔵庫部品、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッサー部
品、などに代表される家庭・事務電気製品部品を挙げることができる。また、電子楽器、
家庭用ゲーム機、携帯型ゲーム機などのハウジングや内部部品、各種ギヤー、各種ケース
、センサー、ＬＥＰランプ、コネクター、ソケット、抵抗器、リレーケース、モーターケ
ース、スイッチ、コンデンサー、バリコンケース、光ピックアップ、発振子、各種端子板
、変成器、プラグ、プリント配線板、チューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッド
ホン、小型モーター、磁気ヘッドベース、パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャ
リッジ、ＦＤＤシャーシ、モーターブラッシュホルダー、トランス部材、コイルボビンな
どの電気・電子部品、サッシ戸車、ブラインドカーテンパーツ、配管ジョイント、カーテ
ンライナー、ブラインド部品、ガスメーター部品、水道メーター部品、湯沸かし器部品、
ルーフパネル、断熱壁、アジャスター、プラ束、天井釣り具、階段、ドアー、床などの建
築部材、釣り糸、漁網、海藻養殖網、釣り餌袋などの水産関連部材、植生ネット、植生マ
ット、防草袋、防草ネット、養生シート、法面保護シート、飛灰押さえシート、ドレーン
シート、保水シート、汚泥・ヘドロ脱水袋、コンクリート型枠などの土木関連部材、歯車
、ねじ、バネ、軸受、レバー、キーステム、カム、ラチェット、ローラー、給水部品、玩
具部品、ファン、テグス、パイプ、洗浄用治具、モーター部品、顕微鏡、双眼鏡、カメラ
、時計などの機械部品、マルチフィルム、トンネル用フィルム、防鳥シート、植生保護用
不織布、育苗用ポット、植生杭、種紐テープ、発芽シート、ハウス内張シート、農業用塩
ビフィルムの止め具、緩効性肥料、防根シート、園芸ネット、防虫ネット、幼齢木ネット
、プリントラミネート、肥料袋、試料袋、土嚢、獣害防止ネット、誘因紐、防風網などの
農業部材、紙おむつ、生理用品包材、綿棒、おしぼり、便座ふきなどの衛生用品、医療用
不織布（縫合部補強材、癒着防止膜、人工器官補修材）、創傷被覆材、キズテープ包帯、
貼符材基布、手術用縫合糸、骨折補強材、医療用フィルムなどの医療用品、カレンダー、
文具、衣料、食品等の包装用フィルム、トレイ、ブリスター、ナイフ、フォーク、スプー
ン、チューブ、プラスチック缶、パウチ、コンテナー、タンク、カゴなどの容器・食器類
、ホットフィル容器類、電子レンジ調理用容器類化粧品容器、ラップ、発泡緩衝剤、紙ラ
ミ、シャンプーボトル、飲料用ボトル、カップ、キャンディ包装、シュリンクラベル、蓋
材料、窓付き封筒、果物かご、手切れテープ、イージーピール包装、卵パック、ＨＤＤ用
包装、コンポスト袋、記録メディア包装、ショッピングバック、電気・電子部品等のラッ
ピングフィルムなどの容器・包装、天然繊維複合、ポロシャツ、Ｔシャツ、インナー、ユ
ニホーム、セーター、靴下、ネクタイなどの各種衣料、カーテン、イス貼り地、カーペッ
ト、テーブルクロス、布団地、壁紙、ふろしきなどのインテリア用品、キャリアーテープ
、プリントラミ、感熱孔版印刷用フィルム、離型フィルム、多孔性フィルム、コンテナバ
ッグ、クレジットカード、キャッシュカード、ＩＤカード、ＩＣカード、紙、皮革、不織
布等のホットメルトバインダー、磁性体、硫化亜鉛、電極材料等粉体のバインダー、光学
素子、導電性エンボステープ、ＩＣトレー、ゴルフティー、ゴミ袋、レジ袋、各種ネット
、歯ブラシ、文房具、水切りネット、ボディタオル、ハンドタオル、お茶パック、排水溝
フィルター、クリアファイル、コート剤、接着剤、カバン、イス、テーブル、クーラーボ
ックス、クマデ、ホースリール、プランター、ホースノズル、食卓、机の表面、家具パネ
ル、台所キャビネット、ペンキャップ、ガスライターなどとして有用である。
【００５３】
　本発明の樹脂組成物およびそれからなる成形品は、耐薬品性に優れていることを特徴と
する。ここで、耐薬品性とは、樹脂組成物およびそれからなる成形品の重量を測定した後
、完全に溶剤に浸漬するようにして、１時間以上、好ましくは３時間以上浸漬した後、樹
脂組成物およびそれからなる成形品を取り出し、乾燥させて溶剤を除去した後の重量を測
定し、処理前後での重量残存率により判定することができるものである。重量残存率は、
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（処理後の重量／処理前の重量）×１００（％）から求めることができ、重量残存率が、
１００％以上であることが最も好ましいが、実用上は５０％以上が好ましく、７５％以上
がより好ましく、９０％以上がさらに好ましい。本発明においては、溶剤は、特に限定さ
れないが、ポリ乳酸樹脂を溶解させることのできるものが好ましく、中でも溶剤として一
般的に入手可能なクロロホルムがより好ましい。
【実施例】
【００５４】
　次に、実施例によって本発明をさらに詳細に説明するが、これらは本発明を限定するも
のではない。また、使用した原料および表中の符号を以下に示す。
【００５５】
　（ａ）ポリ乳酸樹脂
（ａ－１）ポリＬ乳酸樹脂（Ｄ体１．２％、Ｍｗ（ＰＭＭＡ換算）２１万、融点１６８℃
）
（ａ－２）ポリＬ乳酸樹脂（Ｄ体１．２％、Ｍｗ（ＰＭＭＡ換算）１６万、融点１６８℃
）。
【００５６】
　（ｂ）ポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂
（ｂ－１）ポリプロピレン樹脂（三井化学製Ｓ１１９、ＭＦＲ６０ｇ／１０分、融点１６
５℃）
（ｂ－２）ポリプロピレン樹脂（三井化学製Ｅ１１０Ｇ、ＭＦＲ０．３ｇ／１０分、融点
１６５℃）
（ｂ－３）ポリプロピレン樹脂（製造例１、ＭＦＲ１５０ｇ／１０分、融点１７０℃、ア
イソタクチシチー９８％）
（ｂ－４）ポリプロピレン樹脂（製造例２、ＭＦＲ１００ｇ／１０分、融点１３１℃、シ
ンジオタククチシチー８４％）
（ｂ－５）ポリプロピレン樹脂（製造例３、ＭＦＲ９８ｇ／１０分、融点１３３℃、シン
ジオタククチシチー９６％）
（ｂ－６）ポリエチレン樹脂（プライムポリマー製“ネオゼックス”２０２４Ｇ、ＭＦＲ
２５ｇ／１０分、融点１１５℃）
（ｂ－７）ポリエチレン樹脂（プライムポリマー製“ネオゼックス”０１３４Ｎ、ＭＦＲ
１．２ｇ／１０分、融点１１７℃）
（ｂ－８）エチレン／メタクリル酸グリシジル共重合樹脂（住友化学製“ボンドファース
ト”Ｅ、融点８８℃、メタクリル酸グリシジル１２重量％）
（ｂ－９）エチレン／アクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合樹脂（住友化学
製“ボンドファースト”７Ｍ、融点５１℃、アクリル酸メチル３０重量％、メタクリル酸
グリシジル６重量％）
（ｂ－１０）エチレン／メタクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合樹脂（日本
油脂製“モディパー”Ａ４２００、融点７２℃、メタクリル酸メチル３０重量％、メタク
リル酸グリシジル１０重量％）
（ｂ－１１）エチレン／アクリル酸メチル共重合樹脂（アトフィナ製“ロトリル”２９Ｍ
Ａ０３、融点６１℃、アクリル酸メチル２９重量％）
（ｂ－１２）エチレン／酢酸ビニル共重合樹脂（バイエル製“レバプレン”７００ＨＶ、
融点（ガラス転移温度）－１０℃、酢酸ビニル７０重量％）
（ｂ－１３）エチレン／酢酸ビニル共重合樹脂（三井・デュポン・ポリケミカル製“エバ
フレックス”ＥＶ４０ＬＸ、融点４０℃、酢酸ビニル４１重量％）
（ｂ－１４）エチレン／酢酸ビニル共重合樹脂（三井・デュポン・ポリケミカル製“エバ
フレックス”ＥＶ５５０、融点８９℃、酢酸ビニル１４重量％）
（ｂ－１５）エチレン／メタクリル酸メチル共重合樹脂（住友化学製“アクリフト”ＷＫ
４０２、融点７９℃、メタクリル酸メチル２６重量％）
（ｂ－１６）エチレン／アクリル酸エチル共重合樹脂（三井・デュポン・ポリケミカル製
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“エバフレックスＥＥＡ”Ａ－７０９、融点５６℃、アクリル酸エチル３４重量％）
（ｂ－１７）エポキシ基を含有したスチレン／アクリル酸エステル共重合体（東亞合成“
ＡＲＵＦＯＮ”ＵＧ４０４０、融点（ガラス転移温度）６１℃）
（ｂ－１８）脂肪族ポリエステル樹脂（昭和高分子製“ビオノーレ”３００１、融点９５
℃）。
【００５７】
　（ｃ）充填剤
（ｃ－１）タルク（日本タルク製ＳＧ－２００）
（ｃ－２）厚み３ｍｍの板紙を粉砕した紙粉。
【００５８】
　（ｄ）可塑剤
（ｄ－１）ポリエチレングリコール（三洋化成工業製ＰＥＧ６０００Ｓ）
（ｄ－２）脂肪族エステル系可塑剤（大八化学工業製“ＤＡＩＦＡＴＴＹ”－１０１）。
【００５９】
　（ｅ）カルボキシル基反応性化合物
（ｅ－１）ポリカルボジイミド（日清紡製“カルボジライト”ＬＡ－１）。
【００６０】
　［製造例１］ポリプロピレン樹脂の製造
　濃縮器を取り付けた反応装置に、窒素雰囲気下で、粉末マグネシウム８０ｇおよびｎ－
ヘキサン３Ｌを入れ、７０℃で１時間撹拌後、マグネシウムを取り出し、真空乾燥機を用
い６０℃で８時間乾燥させた。このマグネシウムとｎ－ブチルエーテル１．５Ｌを反応装
置に投入後、ｎ－ブチルマグネシウムクロリドのｎ－ブチルエーテル溶液（２モル／Ｌ）
０．４Ｌを１時間かけ滴下投入し、７５℃で２．５時間反応させた。反応液を３０℃にし
た後、トリエトキシメタン０．６Ｌを１時間かけ滴下投入し、滴下終了後６０℃で３０分
間撹拌反応させ、得られた固体をｎ－ヘキサンで３回洗浄し、真空乾燥機を用い、４０℃
で１時間乾燥させマグネシウム含有固体２５０ｇを得た。このマグネシウム含有固体１０
０ｇとｎ－ヘキサン１Ｌを反応装置に投入後、２，２，２－トリクロロエタノール０．２
Ｌとｎ－ヘキサン０．１Ｌの混合溶液を１時間かけ滴下投入し、滴下終了後７０℃で２時
間撹拌反応させ、この反応物を濾過して得られる固体をｎ－ヘキサンで３回洗浄した。こ
の固体とトルエン０．５Ｌを反応装置に投入後、四塩化チタン０．７５Ｌを加え、９０℃
で１０分撹拌後、フタル酸ジブチル０．１Ｌとトルエン０．１Ｌの混合溶液を投入し、１
３０℃で１時間撹拌した。得られた固体を濾過した後、トルエンで３回洗浄し、四塩化チ
タン０．７５Ｌを加え、１３０で１時間撹拌した後、室温まで温度を下げ、ｎ－ヘキサン
で５回洗浄した。得られた成分とｎ－ヘキサン３Ｌを反応装置に投入後、－５℃に冷却し
、トリエチルアルミニウムのｎ－ヘキサン溶液（２モル／Ｌ）０．３Ｌとシクロヘキシル
ｉ－プロポキシジメトキシシラン０．１Ｌを添加後、５分間撹拌した
　反応装置内を減圧にした後、プロピレンガスを連続的に導入しつつ、３０℃で４時間予
備重合を行った後、さらに５０℃で２時間重合を行い、ポリプロピレン樹脂（ｂ－３）を
得た。
【００６１】
　［製造例２］ポリプロピレン樹脂の製造
　イソプロピル（シクロペンタジエニル）（アロレニル）ジルコニウムジクロリド１ｇと
メチルアンミノキサンのトルエン溶液（５モル／Ｌ）０．１Ｌを反応装置に投入し、１０
Ｌの液体プロピレンを添加した。３０℃で３０分間予備重合を行った後、５０℃で１時間
重合を行い、ポリプロピレン樹脂（ｂ－４）を得た。
【００６２】
　［製造例３］ポリプロピレン樹脂の製造
　液状プロピレン１０Ｌを反応装置に投入し、メチルアルミノキサンのトルエン溶液（５
モル／Ｌ）０．３Ｌを加え、３０分間予備重合を行った後、ジメチルメチレン－（９－フ
ルオレニル）（シクロペンタジエニル）ジルコニウムジクロリド１ｇとメチルアルミノキ
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サンのトルエン溶液（５モル／Ｌ）０．２Ｌを混合した溶液を反応装置に投入し、７０℃
で１時間重合を行い、ポリプロピレン樹脂（ｂ－５）を得た。
【００６３】
　また、本発明で用いた測定方法および判定方法を以下に示す。
【００６４】
　（１）相構造観察
　引張試験片の中心部から一部を切り出し、ミクロトームを用いて超薄切片を作成し、日
立製作所製透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）Ｈ－７１００を用いて、倍率１万倍で観察し、マ
トリックスおよび分散相を判定した。
【００６５】
　（２）溶融粘度比
　東洋精機製キャピログラフ１Ｃ型を用いて、温度１９０℃、剪断速度６０秒―１、オリ
フィス径１ｍｍの条件で溶融粘度を測定し、［ポリ乳酸樹脂の溶融粘度／ポリ乳酸樹脂以
外の熱可塑性樹脂の溶融粘度］から溶融粘度比を求めた。
【００６６】
　（３）燃焼熱量測定
　ＪＩＳ　Ｋ２２７９に準じて行った。
【００６７】
　（４）成形性
　成形性について、引張試験に供することができる引張試験片を金型から取り出す際に、
変形のない固化した成形品が得られる最短の時間を成形サイクル時間として計測した。成
形サイクル時間が短いほど成形性に優れているといえる。
【００６８】
　（５）引張強度および引張破断伸度
　ＡＳＴＭ法Ｄ６３８に準じて引張試験を行った。
【００６９】
　（６）耐久性
　引張試験片を用い、恒温恒湿槽中で、６０℃もしくは７０℃、相対湿度９５％の条件で
３００時間もしくは５００時間処理した後、引張強度を測定し、引張強度保持率（（処理
後の引張強度／処理前の引張強度）×１００（％））を求めた。引張強度保持率が大きい
ほど耐久性に優れているといえる。
【００７０】
　（７）耐薬品性
　溶剤として、クロロホルムを用い、曲げ試験片が完全に浸漬した状態で３時間静置した
後、曲げ試験片を取り出し、熱風乾燥機を用い、７０℃、２４時間の条件で乾燥させて溶
剤を除去した後、重量残存率（（処理後の重量／処理前の重量）×１００（％））を求め
た。重量残存率が大きいほど耐薬品性に優れているといえる。
【００７１】
　（８）耐熱性
　曲げ試験片を用いて、ＡＳＴＭ法Ｄ６４８に準じて荷重たわみ温度（０．４５ＭＰａ）
測定を行った。
【００７２】
　［実施例１～７、比較例１～４］
　表１に示すようにポリ乳酸樹脂およびポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂を配合し、３０
ｍｍ径の二軸押出機を用い、シリンダー温度１９０℃、回転数１００ｒｐｍの条件で溶融
混練を行い、樹脂組成物を得た。
【００７３】
　得られた樹脂組成物を住友重工業製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＭIVを用い、シリンダー温
度１９０℃、金型温度４０℃で射出成形を行い、厚み３ｍｍの成形品（ＡＳＴＭ引張試験
片、ＡＳＴＭ曲げ試験片）を得た。
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【００７４】
　得られた成形品を用いて、各種評価を行った結果を表１に示す。なお、耐久性は、恒温
恒湿槽中で、６０℃、相対湿度９５％の条件で３００時間処理を行ったものである。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
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　表１の結果から、本発明の樹脂組成物および成形品は、ポリ乳酸樹脂が分散相、オレフ
ィン系樹脂が連続相を形成することがわかる。その結果として、燃焼熱量を低く抑えなが
ら、成形性、耐久性、耐薬品性に優れていることがわかる。
【００７７】
　［実施例８～２０、比較例５］
　表２に示すようにポリ乳酸樹脂、ポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂を配合し、３０ｍｍ
径の二軸押出機を用い、シリンダー温度１９０℃、回転数１００ｒｐｍの条件で溶融混練
を行い、樹脂組成物を得た。
【００７８】
　得られた樹脂組成物を住友重工業製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＭIVを用い、シリンダー温
度１９０℃、金型温度９０℃で射出成形を行い、厚み３ｍｍの成形品（ＡＳＴＭ引張試験
片、ＡＳＴＭ曲げ試験片）を得た。
【００７９】
　得られた成形品を用いて、各種評価を行った結果を表２に示す。なお、耐久性は、恒温
恒湿槽中で、７０℃、相対湿度９５％の条件で５００時間処理を行ったものである。
【００８０】
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【表２】

【００８１】
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　表２の結果から、本発明の樹脂組成物および成形品は、ポリ乳酸樹脂が分散相、オレフ
ィン系樹脂が連続相を形成することがわかる。その結果として、成形性、耐久性、耐薬品
性に優れていることわかる。また、ポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂として、立体規則性
の高い樹脂を併用することにより、成形性もしくは靭性に優れた樹脂組成物が得られるこ
とがわかる。さらに、未変性オレフィン系樹脂に変性オレフィン系樹脂を併用することに
より、靭性、耐熱性にも優れた樹脂組成物が得られることがわかる。
【００８２】
　［実施例２１～２９、比較例６～９］
　表３に示すようにポリ乳酸樹脂、ポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂、充填剤、可塑剤、
カルボキシル基反応性化合物を配合し、３０ｍｍ径の二軸押出機を用い、シリンダー温度
１９０℃、回転数１００ｒｐｍの条件で溶融混練を行い、樹脂組成物を得た。
【００８３】
　得られた樹脂組成物を住友重工業製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＭIVを用い、シリンダー温
度１９０℃、金型温度９０℃で射出成形を行い、厚み３ｍｍの成形品（ＡＳＴＭ引張試験
片、ＡＳＴＭ曲げ試験片）を得た。
【００８４】
　得られた成形品を用いて、各種評価を行った結果を表２に示す。なお、耐久性は、恒温
恒湿槽中で、７０℃、相対湿度９５％の条件で５００時間処理を行ったものである。
【００８５】
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【表３】

【００８６】
　表３の結果から、本発明の樹脂組成物および成形品は、ポリ乳酸樹脂が分散相、オレフ
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ィン系樹脂が連続相を形成することがわかる。その結果として、成形性、耐久性、耐薬品
性に優れていることわかる。さらに、未変性オレフィン系樹脂に変性オレフィン系樹脂、
或いはスチレン系樹脂を併用することで、もしくはさらに充填剤、可塑剤を配合すること
で、靭性、耐熱性にも優れた樹脂組成物が得られることがわかる。
【００８７】
　［実施例３０～３４、比較例１０～１２］
　表４に示すようにポリ乳酸樹脂およびポリ乳酸樹脂以外の熱可塑性樹脂を配合し、３０
ｍｍ径の二軸押出機を用い、シリンダー温度１９０℃、回転数１００ｒｐｍの条件で溶融
混練を行い、樹脂組成物を得た。
【００８８】
　得られた樹脂組成物を住友重工業製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＭIVを用い、シリンダー温
度１９０℃、金型温度４０℃で射出成形を行い、厚み３ｍｍの成形品（ＡＳＴＭ引張試験
片、ＡＳＴＭ曲げ試験片）を得た。
【００８９】
　得られた成形品を用いて、各種評価を行った結果を表４に示す。なお、耐久性は、恒温
恒湿槽中で、６０℃、相対湿度９５％の条件で３００時間処理を行ったものである。
【００９０】
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【表４】

【００９１】
　表４の結果から、本発明の樹脂組成物および成形品は、ポリ乳酸樹脂が分散相、オレフ
ィン系樹脂が連続相を形成することがわかる。その結果として、成形性、耐久性、耐薬品
性、靭性に優れていることがわかる。
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